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（１）目的

犯罪をした者等が矯正施設等を出所した後、安定した地域生活を送ることができる

ようになるまでの「切れ目のない生活支援」を実現するため、国の刑事司法関係機関、

地方公共団体及び民間の福祉関係団体その他関係団体との連携体制を構築する。

（２）国の基本方針（再犯防止推進計画より「再犯防止に向けた取組の課題」）

これまでの刑事司法関係機関による取組のみではその内容や範囲に限界。

様々な生きづらさを抱える犯罪をした者等が地域社会で孤立しないための「息の長

い」支援等刑事司法関係機関のみによる取組を超えた政府・地方公共団体・民間協

力者が一丸となった取組を実施する必要性

１．事業の目的（再犯の防止に向けた福祉的アプローチ）①
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１．事業の目的（再犯の防止に向けた福祉的アプローチ）②

（３）国の基本方針（７つの重点課題のひとつ「地方公共団体との連携強化等」）

○ 地方公共団体による再犯の防止等の推進に向けた取組の支援

刑事司法手続を離れた者を含むあらゆる犯罪をした者等が、地域において必要な支

援を受けられるようにするため、地域の実情に応じて、地域の多様な機関・団体が連

携した支援等の実施に向けたネットワークにおける地方公共団体の取組を支援

○ 地方公共団体との連携の強化

・犯罪をした者等の支援等に必要な情報の提供

・犯罪をした者等の支援に関する知見等の提供・共有

・国・地方協働による施策の推進
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（４）地方公共団体の役割（再犯の防止等の推進に関する法律より）

地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状

況に応じ、「国の施策」に規定する（再犯防止に向けた各種の）施策を講ずるように努め

なければならない。

本県は、更生保護を所管する福祉部門が担当

犯罪をした人を「一県民」として捉え、その人を福祉的な視点から地域で支えること

を通じ、その結果として、「国民が受ける犯罪被害の防止」や「安全で安心して暮らせ

る社会の実現」を図る。

１．事業の目的（再犯の防止に向けた福祉的アプローチ）③
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千葉県地域再犯防止推進モデル事業（３か年事業）
○平成２９年に国が策定した「再犯防止推進計画」を踏まえて実施される、国と地方公共団体の協働による地域におけ
る効果的な再犯防止対策のあり方を検討する「地域再犯防止推進モデル事業」（法務省新規事業）へ応募

千葉県独自の取組として実施している「対象者を限定しない分野横断的な総合相談支援機関」である中核地域生活支援センター事業の
実績報告によれば、犯罪をした者を対象とした支援事例が年間数十件に及んでいる。

これら現在の更生保護施策のもとにおいてもそのニーズを把握しきれず、「地域にこぼれ落ちる者」の再犯の防止に資するため、矯正施

設出所後の地域生活支援体制の構築が必要（国、県、地域のネットワークによる切れ目のない生活支援の必要性）

地域の実態調査、支援策の検討
支援策（事業計画）の提出

支援策の実施 支援策の効果検証、事業の総括

【実態調査】（ニーズ把握）

・県の支援事例（中核地域生活支援センター
の支援事例）の分析
・矯正施設入所者等へのアンケート調査

犯罪をした者等が矯正施設等の出所後から、安定した地域生活を送ることができるまでの国、県、地域のネットワーク
による生活支援のあり方を検討し、得られた成果をもとに国への提案の実施及び計画策定に向けた県方針を決定

３か年通期の事業推進体制（（仮称）千葉県再犯防止推進協議会）

平成31年度平成30年度（H30.7～H31.3） 平成32年度

【事業計画の策定】

・犯罪をした者等の地域生活を支えるため
の相談支援体制を検討し、支援スキームを
策定 ※（仮称）犯罪をした者等の社会復帰
に関する包括的支援体制検証事業

【（仮称）犯罪をした者等の社会復帰に関す
る包括的支援体制検証事業】
（取組の例）
・要支援対象者把握のための仕組みづくり

・社会に出る前段階での福祉的支援のアプ
ローチ

・社会復帰のための生活支援体制の整備
（伴走型支援、チーム支援等）
・既存支援機関の有効活用（ネットワーク化）
・地域における継続的支援体制の構築

【効果検証】

・事業の効果を検証し、得られた成果により、
「犯罪をした者等に対する国と地方の連携に
よる相談支援体制」について国へ提案

【総括】
・再犯防止のための基本的考え方の整理

・再犯防止推進計画の策定を念頭に県の方
針を検討

【拡大協議会】

同左に加え、千葉労働局、県機関（知事部局
関係課、教育庁関係課）

千葉保護観察所、千葉地方検察庁、矯正施設（千葉刑務所、八街少年院）、更生保護施設（千葉県
帰性会）、自立準備ホーム、千葉県保護司会連合会、千葉県就労支援事業者機構、中核地域生活支
援センター、地域生活定着支援センター、住宅支援機関、市町村（千葉市、船橋市、柏市）、学識経験
者（大学教授、弁護士）、県（健康福祉指導課、雇用労働課、住宅課）、千葉県警察本部 6



２．現状と課題（平成３０年度実態調査の結果より）①

【前提要件】

千葉県が取り組んでいる中核地域生活支援センター事業（対象者を限定しない分野横

断的な総合相談支援。以下、「中核センター」という。）の実績報告によれば、犯罪をした

人を対象とした支援事例が平成２８年度３８件、平成２９年度３６件。

中核センターは、地域とのつながりが途切れた状態で社会に復帰する犯罪をした人

のうち、支援を必要とする人を十分に拾うことができているか。

中核センターにつながった人はどんな人で、どのようにつながったのか、支援事例を

分析してみる。
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【現状】 どんな人？

（１）支援を必要とする人の対象者像

○ 頼れる親族がいない

支援事例のうち、９割以上の人に親族の存在が確認されたが、その約７割が親族か

ら受け入れを拒否されたり、親族にも生活上の課題があることが判明

（関係性の悪化や高齢化、他界等々）

○ 福祉関係者の実体験（中核センターへのヒアリングから）

司法の処遇下にあるときは支援の受容に積極的であった対象者が司法の手を離れ

たとたんに支援を拒否。

支援を始めてみると、司法機関のアセスメントには表れなかった本人の新たな課題

が表れるため、地域の支援機関は、アセスメントが不十分と感じている。

２．現状と課題（平成３０年度実態調査の結果より）②
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【現状】 どのようにつながったのか？

（２）支援の発端

○ 専門職（弁護士）からのつなぎが４割

犯罪をした人以外の事例や研修会などで顔の見える関係が構築されているため。

組織的な連携よりも個人的なつながりによる。

○ 国行政機関（司法）からのつなぎが３割

保護観察所や検察庁、矯正施設からのつなぎがある一方、保護司からのつなぎは

１事例にとどまる。

○ 本人からの要請

本人自らが支援を求める事例はなく、家族や知人からの相談を除き、いずれも何ら

かの支援機関がつながりの発端となっている。

２．現状と課題（平成３０年度実態調査の結果より）③

9



【課題の整理】

① 本人アセスメント情報の不足（日常生活における躓きの情報がほしい）

② 親族情報の不足（親族がいるからといって、支援が必要ないとは限らない。）

③ 弁護士との連携は、個々の弁護士の気づきに依るところが多く、偏りも存在

④ 対象者の多数を占める保護観察対象者のニーズが不明

⑤ 本人に課題認識の能力が乏しい、又は支援要請の能力が乏しい（弱い相談）

⑥ 経済的支援や住居のほか、日中活動（仕事や居場所）の支援の必要性

⑦ 医療的ケアの必要性

⑧ 時間的な制約（支援機関・本人の準備期間や支援に要する時間）

２．現状と課題（平成３０年度実態調査の結果より）④
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（１）国司法関係機関と地方福祉関係機関との連携の仕組みづくり

【犯罪をした者等の社会復帰に関する包括的支援体制検証事業】

犯罪をした者等が矯正施設等を出所した後、安定した地域生活を送ることができるよ

うになるまでの「切れ目のない生活支援」を実現するため、国の刑事司法関係団体と地

方の福祉関係団体との連携による要支援対象者把握のための仕組みを構築する。

① 生活支援調整関係機関会議の設置（おおむね月１回開催）

千葉保護観察所、千葉地方検察庁、東京矯正管区（県内矯正施設）、県、相談支

援専門機関（中核地域生活支援センター及び地域生活定着支援センター）等による

関係機関会議（ケース会議）を設置し、以下の事項を所掌。

・対象者別支援ニーズの把握システムの構築

・千葉県への帰住及び相談支援専門機関による生活支援を希望する者の選定

３．事業の概要①
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② 支援対象者

保護観察対象者、刑事施設出所予定者、労役場留置の執行している者、刑の確定

した受刑者、起訴猶予者その他支援を必要と認める者

③ 対象者別支援ニーズの把握システムの構築

支援対象者の置かれている状況に応じた支援ニーズの把握を目的とした仕組みを

国の司法関係機関と地方の福祉関係機関の間において試行的に構築する。

④ 千葉県への帰住及び相談支援専門機関による生活支援を希望する者の選定

支援対象者に対するアセスメントを実施し、支援方針を決定の上、地域の相談支援

専門機関へ引き継ぎ。引き継ぎ後、地域の相談支援専門機関をフォローアップ。

３．事業の概要②
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（２）支援を必要とする犯罪をした人等の地域生活支援

【既存事業の活用（千葉県独自の中核地域生活支援センター事業による支援）】

① 支援方針に基づく支援機関との調整（帰住希望先地域の中核センターがケース会議

を主催、市町村の参加必須）

② 地域における支援チームの構築（地域において主体的にかかわる機関の決定、キー

パーソン（地域での身近な相談相手：家族、雇主、施設管理者、保護司等）の決定）

③ 支援チームによる生活支援の実施（住居、就労、就学、日常生活、医療、居場所、そ

の他の福祉サービス等）

④ 支援対象者の生活安定後は、支援対象者、キーパーソンを市町村がフォローアップ

３．事業の概要③
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刑務所・少年院

千葉保護観察所

福祉事務所

市町村住宅課

自治体福祉部局

医療機関

千葉地方検察庁

住居支援機関

就労支援機関

就労支援事業者機構

ハローワーク

福祉関係機関

医療関係機関
教育委員会・学校

①千葉保護観察所、千葉地方検察庁及び矯正施設と協働して、矯正
施設等に在所中の本人と面談して、アセスメントを実施
②関係機関と連携した支援対象者のニーズに即した支援チームを立
ち上げ、各種支援に係る調整
③支援対象者に寄り添って生活支援を実施

支援対象者の地域への定着

（各市町村福祉関係機関等へ引継）

更生保護施設 自立準備ホーム

精神保健福祉センター

支援の内容
支援対象者の生活が安定するまでのフォローアップ

更生支援機関

保護司及び更生保護ボランティア団体

更生保護施設

自立準備ホーム

関係機関会議

（ケース会議）

中核セ
ンター

千葉県地域再犯防止推進モデル事業

（犯罪をした者等の社会復帰に関する包括的支援体制検証事業）

定着セ
ンター

県
指導課

本人

③関係機関とともに生活支援の実施

①アセスメント・
支援方針の決定

新たな
仕組み

地域の中核地域生活支援センター

②支援ニーズに係る調整等

就学支援機関保護司会連合会
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（３）更生支援の理解・促進のための広報・啓発

① 啓発パンフレットの作成・配布

支援対象者に対して、県の取組を周知するため、パンフレット（支援ガイド）を作成し、

国司法関係機関等を通じ、支援対象者へ配布。あわせて、同パンフレットを関係支援

機関へ配布し、県の取組に対する理解・協力を促進。

② 啓発フォーラムの開催

県の取組を周知するとともに、取組に対する理解と協力を得るため、犯罪をした者等

の社会復帰のための支援をテーマとした講演会を県内関係者、支援機関等向けに開催。

２０１９年８月２日（金）

・例年開催されている「中核地域生活支援センター大会」とタイアップ

・福祉関係者への取組の周知、司法関係者への福祉的支援の視点の啓発

３．事業の概要④
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【検証事業のまとめ】

実態調査から得られた「８つの課題」を視点に置き、検証事業の実施を通じて得られた

知見を以下のとおり成果物として整理。

（１）対象者別支援ニーズの把握システムの構築

生活支援調整関係機関会議による活動を通じ、支援対象者の置かれた状況に応じた

司法関係機関と福祉関係機関との連携システムを確立する。

（成果物）対象者別支援ニーズの把握システム設計書

（２）支援事例報告例の作成

中核センターによる支援の実績を報告例として取りまとめ、次年度に実施する予定の

効果検証の基礎資料とする。

（成果物）支援事例報告例集

４．モデル事業３年目に向けて（検証事業の実施を通じて）①
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★ 平成31年度 千葉県再犯防止に向けた更生支援推進協議会

年４回の開催を予定していますので、よろしくお願いいたします。

第１回 ２０１９年５月２１日（火）１０時より （千葉県教育会館本館６階６０８会議室）

第２回 ２０１９年８月（詳細未定）

第３回 ２０１９年１１月（詳細未定）

第４回 ２０２０年２月（詳細未定）

ご清聴ありがとうございました。

４．モデル事業３年目に向けて（検証事業の実施を通じて）②
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